
























律 似 下、「改正商法Jと いう)」において、株式会社および有限会社の資本準備金および利
益準備金の積立てに関する規定が変更 されたことならびに法定準備金の減少制度が設けられ
た(n;ことにより資本維持理念および債権者保護理念が後退 したといわれている(5)。さらに、
会計学の観点からは、「会計学上最 も重視 して きた 『資本 と利益の峻別』といういわゆる資







































































「企業会計原則」第1..一般原則3では 「資本取引 と損益取引とを明瞭に区分 し、特に資本剰
































ため、「資本準備金を 「企業会計原則」にいう資本剰余金を呼称をかえて採 り入れたもの ⑳ 」
と解釈することができ、上述 したような企.業会計が要請す る資本と利.益の区割に反するとこ
ろはほとんどなかった。 しか し、平成13年商法改正により、.企業会計上、資本取引から生 じ
た資本剰余金に含められている減資差益および資本準備金減少差益(za;が、資本準備金から













準備金等 を控除 した残額 を利益配当の.上限としているのであり.(商法290条)、『利益』とい
う.文言..に厳密な意味を与えてお.ら.ず、...ま.た.、....『利.益の配当』と.の文言が、.決算期に生 じた剰余











ゆる 「剰余金」 を払 い戻す行為として整理することができ、両者を法律..ヒ区別 して規律す る
必要性は乏 しい(28)として、平成15年1⑪R2e日公表 された 「会社法制の現代化に関する要綱
試案(以 下、「要綱試案」 という)」において利益の配当、中間配当、資本および資本準備金
の減少に伴 う払戻 しならびに利益処分によるその他金銭等の支払を 「剰余.金の分配」として
整理することとしている(「要綱試案」第5・1(1)〉。これに伴い利益準備金と資本準備金の
科 目の区別が廃止 されること(「要綱試案」第5・2(3))および配当可能利益 という名称 を
分配可能限度額という名称に変更することが検討されている(「要綱試案」第5・1(3>)。
この要綱試案は、商法が 「利益」 という文言それ.自体 を撤廃することで、「利益」という概
念が商法には存在 しないことを明確にし、企業会計からの配当可能利益に対する資本 と利益
の区別に関す る批判を根絶 さ.せる意図.があるように思われる。企業会計においても、.剰余金
を 「企業会計原則の注解6が明示 しているように 「会社の純資産額が法定資本の額を超 える
部分をいう』もの(zs1」と定義 しているため、要綱試案にあるように資本の払戻および利益の















ここで、商法が 「資本の維持」 といった場合における 「資本」については、一般的に次の
ような解釈がなされている。「商法上、資本の定義についてとくに明文規定があるわけではな



































































































































































わかるように、企業会計との調和 を図っていたと考 えられ る。しか し、平成13年改正商法は、
資本準備金の内容の変更および利益概念を撤廃す る.ことにより、企業会計との概念の違いを









加 えて、企業会計における資本と利益の区別の必要性を前提 とするならば、商法会計 にお
いても資本と利益の概念の明確化および資本 と利益の区別が求め られるべ きであるように思
われる。ただし、このことを明確に述べるためには企業.会計における資本と利益の区別の必
要性についての さらなる検討および商法における資本維持舗度の今後の展望を検討する必要





















































債権者保護7続 「①債権者に対 して異議があれば述べるように官報で公nし 、.かつ、znれたる債
権者に対しては個別の催告を行わなければならない(商 法第376条第2項 ・第100条第1項)。②異
議を述べた債権者に対 しては、法定準備金の減少によりその債務者を害するおそれがない場合 を
除 き、債務の弁済、担保の提供あるいはその債務者に弁済 を受けさせ ることを目的として相当の
Afireを信託することが要求 される(商法第376条第2項 ・X3100条第3項)of
原田晃治 ・泰田啓太 ・郡谷大輔、前掲(注8)、7頁。
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